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栃木県公共施設等総合管理基本方針策定の背景

１ 公共施設等の老朽化が加速的に進行
公共施設の多くは、高度経済成長期に集中的に整備され、
これらのストックを一斉に更新すべき時期が迫る。

２ 人口減少と少子高齢化
人口減少や少子高齢化の進展などの社会状況や、住民意識の
変化等により、機能や配置が適切でない施設や、利用状況、
効率の低い施設も見受けられる。

３ 厳しい財政状況
生産年齢人口の低下と、景気の低迷の長期化、産業空洞化に
より、自治体財政が急速に悪化している。

５



栃木県公共施設等総合管理基本方針の概要

１ 計画期間
平成28（2016）年度～令和７（2025）年度 10年間

２ 基本方針
①安全・安心の確保
②公共施設等の長寿命化
③公共施設等の最適化

３ 現状や課題に対する取組方針
①点検・診断等 ②維持管理・修繕・更新等 ③安全確保
④耐震化 ⑤長寿命化（ユニバーサルデザイン化含む） ⑥統合・廃止
⑦気候変動対策 ⑧体制の構築
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栃木県県有財産総合利活用推進計画（第２期）
の主な取組

１ 県有財産の総量最適化
・施設評価の実施
・未利用財産の売却

２ 県有財産の効率的な利活用
・施設間の利用調整
・ファシリティコストの縮減の推進
・未利用財産や小規模スペースの貸付け

３ 県有建築物の保全・長寿命化
・適正な維持管理の実施
・計画的な予防保全の実施
・効率かつ効果的な工事の実施
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栃木県県有建築物長寿命化実施方針の概要

１ 対象建築物
計画保全対象建築物※（県立学校、県営住宅を除く）
※優先的に長寿命化を図る建築物
①施設の主たる建築物
②施設の附属的な建築物で延床面積1,000㎡以上

２ 対象部材
重点管理部材※の劣化の度合いのほか、安全性、効率性等を総合的に
考慮し、優先順位の高い箇所から順次実施
※長寿命化に資する優先的に予防保全する部位及び設備
〔屋根・防水、外壁、受変電設備、自家発電設備、空気調和設備

昇降機、給排水衛生設備、消火設備等〕

３ 目標使用年数
既存建築物 65年

１０



劣化の度合いについて

財産主管課及び財産管理者のみなさまへのお願い
年１回の定期点検時に、重点管理部材※の劣化の度合いを調査しています。
重点管理部材における以下の項目を、点検業者へ報告願います。

・直近の不具合
・改修や部品交換の履歴
・その他、気付いたこと 等

※重点管理部材：屋根・防水、外壁、受変電設備、自家発電設備、
空気調和設備、昇降機、給排水衛生設備、消火設備等
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２ ファシリティマネジメントについて

ファシリティマネジメント研修
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ファシリティマネジメントとは

「県有資産（土地や建物）＝経営資源」
と捉えて有効活用を目指す！

企業・団体等が保有又は使用する全施設資産及びそれらの使
用環境を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画・管
理・活用する経営活動

（日本ファシリティマネジメント協会）
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ファシリティマネジメントに向けた取組

１ スペースの有効活用
・整理整頓をすることでスペースを確保
・使用頻度が低い部屋がないか点検

２ ファシリティコストの縮減
・ファシリティコスト※の現状を把握
・施設のコスト情報を相対的に分析

※ファシリティコストとは、所有している土地や建物等の施設運営費の総称で、
施設を維持、運営、管理に要する経費
（光熱水費や委託料、修繕料、賃借料、減価償却費等）
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県有施設最適化システムの紹介

施設 A

施設 B

施設 C

施設 D

施設 E

全庁的なコスト情報の
共有・見える化

県有施設最適化システム

維持管理にかかる
コスト情報を一元管理

ファシリティコストの縮減

・類似用途ごとのコスト比較
・ベンチマーキング分析

施設ごとの課題を把握

・効率的な維持管理方法の
検討
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県有施設最適化システムの紹介

県有財産の総量最適化

推進計画の取組方針

県有財産の効率的な利活用

県有建築物の保全・長寿命化

主な取組

施設評価の実施

ファシリティコストの縮減

適正な維持管理

支援

県有施設最適化システム

県有施設最適化システムの情報
・建築物性能（築年数、耐震化）

・利用状況（職員数、生徒数）

・光熱水費

・委託料、手数料等

・修繕料等
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機能例

＜その①＞
光熱水費の実績が見たい･･･

（条件設定の例）
①分類 ：利用実績推移
②グラフ種類：光熱水費
③対象施設 ：単一の施設（例：○○高等学校）
④表示単位 ：月単位
⑤表示期間 ：2022年4月～2023年3月

「利用実績推移グラフ」を使用

◆出力画面（R４(2022)光熱水費実績）

① ②

③ ④ ⑤
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機能例

＜その②＞
類似の施設間で実績を比較したい…

（条件設定の例）
①分類 ：施設間比較
②グラフ種類 ：委託料及び手数料
③対象施設 ：地方合同庁舎
④表示単位 ：年単位
⑤表示期間 ：2022年度

「施設間比較グラフ」を使用
◆出力画面（R４(2022)委託料・手数料実績）

①

③ ④ ⑤

②
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施設カルテとは
建物の基本情報（名称、建築年月日、延床面積、用途、構造等）、保全情報（耐震状況、
工事履歴等）、コスト情報（光熱水費、委託料等）などに関する情報を施設毎にまとめたも
の。

【標準書式】 ＋

【添付資料】
建物写真
工事履歴
図面 等

一
覧
的
、
目
録
的
に
参
照
で
き
る
よ
う
記
録

既存公共施設の基本情報を施設カルテにより見える化

施設カルテ施設の性能、現況
・基本情報（面積、構造、階数等）
・設備の性能
・耐震性
・定期点検 等

施設の履歴情報
・修繕履歴

施設カルテの整備について
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施設の基本情報を見える化

【施設の基本的な情報】
施設概要 設置根拠（法令/条例）
所在地 ホームページ 等

【土地・建物に関する情報】
土地面積（県有/借地） 用途地域
駐車場の設置状況 保有棟数 等

【管理・運営に関する情報】
利用者数 入居機関
運営形態 利用者、休館日 等

【設備等に関する情報】
主な設備情報（自家発電、昇降機等）
バリアフリー対応状況

施設カルテの整備（施設基本情報）

【維持管理コストに関する情報】
光熱水費 使用料
修繕費 委託料（保守点検）
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